





































































































































































































































































































































































































(3) 第 9条第 3号の場合の派遣被傭者の労働報酬
請求権は,その労務提供の如何を問わない｡解雇
保護法第11条が準用される｡同条は,期間を定め
ることが第9粂第2号にもとずき無効な場合に
は,期間経過後の期間に準用される｡
派遣労働関係に関するその他の規定
第11粂
(1)供給者は,労働関係の基本的内容を彼が署名
すべき文書に記載する義務がある｡その文書には
次のことが記されていなければならない｡
1.需要者の商品及び住所並びに第 1条にもとず
く許可付与の場所及び日付
2.派遣被傭者の姓名,住所及び住居,出生日及
び出生地
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3.派遣被傭者が履行すべき業務態様及び外国で
履行するための,事情によって発生しうる義務
4.労働関係の開始及び期間,期限をつけること
の理由
5.労働関係の解約告知のための期間
6.労働報酬の額及び支払方法
7.病気,休暇及び一時的不就業のさいの諸手当
(Leistungen)
8.労働関係成立の時点及び場所
そのほかの取 り決めを文書に入れることができ
る｡労働関係が,第2文で要求される記載事項が
載っている書面約款によって成立する場合には,
第1文にもとずく文書の交付義務は消滅する｡供
給者は,派遣被傭者に第1文又は第4文にもとず
く文書を交付し,謄本を3年間保存しなければな
らない｡
(2) 供給者は,さらに契約締結のさいに,本法律
の基本的内容に関する許認可庁の注意書を派遣被
傭者に対し交付する義務を負う｡非 ドイツ人派遣
被傭者は,その母国語で書かれた注意書と第(1)項
に定める文書を受け取る｡注意書の費用を供給者
は負但する｡
(3)供給者は許可の失効の時点を遅滞なく派遣被
傭者に報告しなければならない｡延長されない場
合 (第2条第(4)項第3文),取消 (第4粂)又は撤
回 (第5条)の場合には,供給者は,派遣被傭者
に清算 (第2粂第(4)項第4文)についての予期さ
れる終期及び法定の解約期間 (第2条第(4)項第4
文後段)を示さねばならない｡
(4)民法典第622粂第4項は,供給者と派遣被傭老
間の労働関係には適用されない｡供給者の受領遅
滞において賠債を請求する派遣被傭者の権利は,
契約により放棄又は制限できない｡民法典第615条
第2文はそのまま適用される｡
(5) 需要者が労働争議に直接的にまきこまれた場
合は,派遣被傭者は需要者のもとで就業する義務
を負わない｡第1文に定める労働争議の場合には,
供給者は,派遣被傭者に労務提供を拒む権利を有
することを示さねばならない｡
(6) 需要者のもとにおける派遣被傭者の業務は,
需要者の事業所に適用される,労働保護法の公法
上の規定の適用をうける｡ここから生じる使用者
の義務は,供給者の義務とは関係なく,需要者の
義務である｡
(7) 派遣被傭者が,需要者のもとでの就業期間中
に発明又は技術上の改良提案をなした場合は,供
給者は被傭老発明に関する法律の意味における使
用者とみなされる｡
供給者と需要者間の法律関係
第12条
(1) 供給者と需要者間の契約は書面によることを
必要とする｡当該文書において,供給者は第1条
による許可を有するか否かを表示しなければなら
ない｡
(2)供給者は,需要者に許可の失効の時点を遅滞
なく報告しなければならない｡延長されない場合
(第2粂第(4)項第3文),取消 (第4粂)又は撤回
(第5粂)の場合に,供給者はさらに清算につい
ての予期される終期及び法定の清算期間 (第2条
節(4)項第4文後段)を示さねばならない｡
(3)供給者は,需要者にライヒ保険法第317粂aに
定める届出に必要とされる報告を作成しなければ
ならない｡
報酬不払の禁止
第13条
労働関係が,雇傭促進法第4条に違反して行わ
れる職業紹介にもとすく場合でも,この労働関係
の使用者に対する被傭者の労働法上の請求権を約
定により否定することができない｡
経営協議会及び職員協議会の寄与権及び共同決
定権
第14条
(1) 派遣被傭者は需要者のもとでの労務提供期間
中においても供給者の現存する(entstehend)事業
所の構成員のままである｡
(2) 派遣被傭者は派遣先事業所における経営組織
法上の被傭老代表選挙にさいして選挙権も被選挙
権も有しない｡派遣被傭者は討議時間 (Sprech-
stunden)にその被傭老代表に会い,かつ派遣先企
業の職場集会及び青年部集会に参加する権利をも
つ｡経営組織法第81条,82条第(1)項及び第84条乃
至86条は派遣先企業においてそこで活動している
派遣被傭者に関しても適用される｡
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(3)労務提供のための派遣被傭者を引き受ける前
に派遣先企業の経営協議会が経営組織法第99条に
もとずいて関与することができる｡そのさい需要
者は経営協議会に第12粂第(1)項第2文に定める供
給者の書面による説明をも提示しなければならな
い｡需要者はさらに第12条第(2)項に定める供給者
の報告を遅滞なく経営協議会に告知しなければな
らない｡
(4)節(1)項第(2)項第 1文及び第2文並びに第(3)項
は連邦職員代表法の適用についても準用される｡
労働許可なき非 ドイツ人派遣被備者
第15条
(1) 雇傭促進法第19条第(1)項第1文にもとずき必
要とされる労働許可なき非 ドイツ人被傭者を,供
給者として第 1条に反して第三者に許可なく派遣●
した者は,三年以下の自由刑又は罰金刑に処する｡
(2)特に悪質な場合は,刑は六月以上五年以下の
自由刑となる｡特に悪質な場合とは,通常,行為
者が職業として又は多大な私益を求めるためこれ
を行った場合をいう｡
〔就業している ≪外人労働者)の労働許可なき場
合の不利〕
第15条a
(1) 需要者のところに派遣された雇傭促進法第19
条第(1)項第 1文にもとずき必要とされる労働許可
なき非 ドイツ人被傭者を,同一の又は比較の対象
になる業務を行うドイツ人派遣被傭者の労働条件
と著しく不均衡な派遣労働関係の労働条件で需要
者として就業させた者は,三年以下の自由刑又は
罰金刑に処する｡
(2) 特に悪質な場合は,刑は六月以上五年以下の
自由刑となる｡特に悪質な場合とは,通常,行為
者が職業として又は多大な私益を求めるためこれ
を行った場合をいう｡
秩序違反
第16条
(1) 故意又は過失により次のことを行う者は秩序
違反とされる｡
1.第 1条に違反して派遣被傭者を許可なく第三
者に派遣する老
1a.許可なき供給者により派遣された派遣被傭
者を就業させる老
2.雇傭促進法第19条第(1)項第1文にもとずいて
必要とされる労働許可なき自己のもとに派遣さ
れた非 ドイツ人派遣被傭者を就業させる老
3.第 2条第(2)項に定める履行命令に従わない
か,不完全に又は時機に遅れて従 う者
4.第7粂第(1)項に定める報告を提出しないか,
不完全に又は時機に遅れて提出する老
5.第7条第(2)項に定める情報を提供しないか,
不完全に又は時機に遅れて提供する老
6.第7条第(2)項第4文又は第11粂第(1)項第5文
に定める保存義務を履行しない老
7.第 8粂第(1)項に定める統計報告を提出しない
か,不完全に又は時機に遅れて提出する老
8.第11条第(1)項第1文若しくは第2文又は第(2)
項に定める義務を履行しない老
9.異義申し立ての後に新に派遣被傭者を連続す
る3月をこえて第三者のもとで就業させる老
(2) 第(1)項第1号aに定める秩序違反は5万 ドイ
ツマルク以下の過料が,第(1)項第 2号に定める秩
序違反は10万 ドイツマルク以下の過料が,第(1)項
第3号及び第9号に定める秩序違反は5千 ドイツ
マルク以下の過料が,罪(1)項第4号乃至第 8号に
定める秩序違反は1千 ドイツマルク以下の過料が
科せられる｡
(3) 秩序違反法第36条第(1)項第 1号の意味におけ
る行政官庁とは,その管轄区域にそれぞれ応じた,
連邦労働官署本部,ラント労働官庁及び労働官庁
である｡
(4)過料は,許認可庁の委託にもとずきラント政
府が決定する官庁が徴収する｡
(5) 過料は,所轄行政官庁の金庫に収められる｡
行政官庁は,秩序違反法第105条第(2)項と区別さ
れる必要な立替金を負担し,かつ,秩序違反法
静110条第(4)項の意味における補償義務をも負
う｡
連邦労働官署
第17粂
連邦労働官署は,連邦労働 ･社会秩序相の専門
的指示にもとずき,この法律を施行する｡行政費
は支払われない｡
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〔特定官庁との協力〕
第17条a
(1)第16条に定める秩序違反の訴追及び処罰のた
めに,連邦労働施設はとりわけ次の官庁と協力す
る｡
1.社会保険納付金集金所としての疾病保険の保
険者
2.外国人法第20条に定める官庁
3.財務官庁
4.闇労働防止法による秩序違反の訴追及び処罰
につき,ラント法にもとづき管轄を有する官庁
5.災害保険の保険者
6.労働災害防止につき管轄を有するラント官庁
(2)連邦労働施設に関わ りこの法律施行のさい
に,個々の場合に,具体的基準が次の号に掲げる
ことについて生じる場合は,訴追及び処罰につき
管轄を有する官庁並びに外国人法第20条にもとず
く官庁がその基準を報告する｡
1.闇労働防止法違反
2.雇傭促進法第19粂第(1)項にもとずき必要とさ
れる許可なき非 ドイツ人被傭者の就業又は活動
3.社会法典第1編第60粂第(1)項第2号にもとず
く連邦労働施設の役所 (Dienststele)に対する
協力義務違反
4.第 1号乃至3号に定める違反及び第 1条に違
反している被傭老派遣との関連で違反がある限
りでの,ライヒ保険法及び社会保険納付金支払
義務に関する雇傭促進法の規定違反
5.税法違反
6.外国人法違反
〔雇傭促進法第233条aの煩推適用〕
第17条b
第16条に定める秩序違反の訴追と処罰のために
雇傭促進法第233粂aが按推適用される｡
第2章
社会法典の改正 (略)
第3章
社会保険法規定の改正 (略)
第4章
雇傭促進法の改正 (略)
第5章
外国人法の改正 (略)
第6章
最終規定
ベルリン条項
第 1条
本法は,1952年 1月4日の第三次移行法(BGBl.
IS.1)第13粂第(1)項の措置にもとすきベルリン州
にも適用される｡本法にもとづき公布される法規
命令は第三次移行法第14条にもとずきベルリン州
で適用される｡
-ソプルク州における臨時就業者の疾病保険
第2粂
(1) 自由-ンザ同盟都市-ソプルク州政府は,臨
時就業者 (ライヒ保険法第441条)のために,連邦
統一的な新規制がなされるまで,疾病保険実施の
ために必要とされる報告,疾病保険醸出の計算,
支払及び証明並びに現金給付の計算及び支払に関
する細目を決定することができる｡次のことは法
規命令で決定することもできる｡
1.臨時就業者の使用者が,その拠出分を自ら負
担せねばならないこと
2.被保険者が保険料支払のための義務を果さな
かった場合は,使用者が被保険者のために保険
料の一部を立て替えねばならないこと
3.どのような期間が,ライヒ保険法第446条の意
味における一時的期間とみなされうるか,とい
うこと
4.法規命令が,使用者又は臨時就業者に課す義
務に対してどのような違反が秩序違反として,
過料を科しうるか,ということ
(2)法規命令が,ある特定の事実をこの過料の規
定に違反するとする限り,故意又は過失により第
(1)項に定める法規命令に違反する者は,秩序違反
とされる｡秩序違反には過料を科すことができる｡
秩序違反法第36粂第(1)項第1号の意味における行
政庁は疾病金庫である｡罰金は,その金庫に収め
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られる｡それは地方税と同じように徴収される｡
疾病金庫は,秩序違反法第105粂第(2)項と区別され
る必要な立て替え金を負担する｡金庫は秩序違反
法第110条第(4)項の意味における補償義務があ
る｡
(移行規定)
第3条
本法の発効のさいに,業として被傭者を派遣し
ている供給者が,本法発効後二月以内に第1章第
1条に定める許可を申請する場合は,第 1章第3
粂第(2)項に定める拒否理由がない限りは,申請に
関する許認可庁の決定があるまで許可が与えられ
ているものとみなす｡許可が拒否される場合は,
これを許可の撤回とみなす｡
(発効)
第4条
本法律は公布後二月で発効する｡第6章第2条
は公布日に発効する｡(1)
(1) 1972年8月11日 公布
(以下続)
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